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⑴ 同一建物居住者以外の者に対して行う場合 402単位

⑵ 同一建物居住者に対して行う場合 362単位

注１ ⑴については在宅の利用者（当該利用者と同一建物に居

住する他の利用者に対して指定居宅療養管理指導事業所の

看護職員が同一日に指定居宅療養管理指導を行う場合の当

該利用者（以下この注１において「同一建物居住者」とい

う。）を除く。）であって通院が困難なものに対して、⑵

については在宅の利用者（同一建物居住者に限る。）であ

って通院が困難なものに対して、医師が看護職員による居

宅療養管理指導が必要であると判断し、当該指定居宅療養

管理指導事業所の看護職員が当該利用者を訪問し、療養上

の相談及び支援を行い、介護支援専門員に対する居宅サー

ビス計画の策定等に必要な情報提供を行った場合に、要介

護認定（法第28条第２項に規定する要介護認定の更新又は

法第29条第１項に規定する要介護状態区分の変更の認定を

含む。）に伴い作成された居宅サービス計画に基づく指定

居宅サービス（法第41条第１項に規定する指定居宅サービ

スをいう。）の提供を開始した日から起算して６月の間に

２回を限度として算定する。ただし、准看護師が指定居宅

療養管理指導を行った場合は、所定単位数の100分の90に

相当する単位数を算定する。

２ 利用者が定期的に通院している場合若しくは定期的に訪

問診療を受けている場合又は利用者が訪問看護、訪問リハ

ビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、

特定施設入居者生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護若しくは認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定

施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、算定

しない。

６ 通所介護費 ６ 通所介護費

イ 通常規模型通所介護費 イ 通常規模型通所介護費
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⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 368単位 ㈠ 要介護１ 364単位

㈡ 要介護２ 421単位 ㈡ 要介護２ 417単位

㈢ 要介護３ 477単位 ㈢ 要介護３ 472単位

㈣ 要介護４ 530単位 ㈣ 要介護４ 525単位

㈤ 要介護５ 585単位 ㈤ 要介護５ 579単位

⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 386単位 ㈠ 要介護１ 382単位

㈡ 要介護２ 442単位 ㈡ 要介護２ 438単位

㈢ 要介護３ 500単位 ㈢ 要介護３ 495単位

㈣ 要介護４ 557単位 ㈣ 要介護４ 551単位

㈤ 要介護５ 614単位 ㈤ 要介護５ 608単位

⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 567単位 ㈠ 要介護１ 561単位

㈡ 要介護２ 670単位 ㈡ 要介護２ 663単位

㈢ 要介護３ 773単位 ㈢ 要介護３ 765単位

㈣ 要介護４ 876単位 ㈣ 要介護４ 867単位

㈤ 要介護５ 979単位 ㈤ 要介護５ 969単位

⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

㈠ 要介護１ 581単位 ㈠ 要介護１ 575単位

㈡ 要介護２ 686単位 ㈡ 要介護２ 679単位

㈢ 要介護３ 792単位 ㈢ 要介護３ 784単位

㈣ 要介護４ 897単位 ㈣ 要介護４ 888単位

㈤ 要介護５ 1,003単位 ㈤ 要介護５ 993単位

⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 655単位 ㈠ 要介護１ 648単位

㈡ 要介護２ 773単位 ㈡ 要介護２ 765単位

㈢ 要介護３ 896単位 ㈢ 要介護３ 887単位

㈣ 要介護４ 1,018単位 ㈣ 要介護４ 1,008単位

㈤ 要介護５ 1,142単位 ㈤ 要介護５ 1,130単位

⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合
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㈠ 要介護１ 666単位 ㈠ 要介護１ 659単位

㈡ 要介護２ 787単位 ㈡ 要介護２ 779単位

㈢ 要介護３ 911単位 ㈢ 要介護３ 902単位

㈣ 要介護４ 1,036単位 ㈣ 要介護４ 1,026単位

㈤ 要介護５ 1,162単位 ㈤ 要介護５ 1,150単位

(Ⅰ) (Ⅰ)ロ 大規模型通所介護費 ロ 大規模型通所介護費

⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 356単位 ㈠ 要介護１ 352単位

㈡ 要介護２ 407単位 ㈡ 要介護２ 403単位

㈢ 要介護３ 460単位 ㈢ 要介護３ 455単位

㈣ 要介護４ 511単位 ㈣ 要介護４ 506単位

㈤ 要介護５ 565単位 ㈤ 要介護５ 559単位

⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 374単位 ㈠ 要介護１ 370単位

㈡ 要介護２ 428単位 ㈡ 要介護２ 424単位

㈢ 要介護３ 484単位 ㈢ 要介護３ 479単位

㈣ 要介護４ 538単位 ㈣ 要介護４ 533単位

㈤ 要介護５ 594単位 ㈤ 要介護５ 588単位

⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 541単位 ㈠ 要介護１ 536単位

㈡ 要介護２ 640単位 ㈡ 要介護２ 634単位

㈢ 要介護３ 739単位 ㈢ 要介護３ 732単位

㈣ 要介護４ 836単位 ㈣ 要介護４ 828単位

㈤ 要介護５ 935単位 ㈤ 要介護５ 926単位

⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

㈠ 要介護１ 561単位 ㈠ 要介護１ 555単位

㈡ 要介護２ 664単位 ㈡ 要介護２ 657単位

㈢ 要介護３ 766単位 ㈢ 要介護３ 758単位

㈣ 要介護４ 867単位 ㈣ 要介護４ 858単位

㈤ 要介護５ 969単位 ㈤ 要介護５ 959単位

⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合



- 20 -

㈠ 要介護１ 626単位 ㈠ 要介護１ 620単位

㈡ 要介護２ 740単位 ㈡ 要介護２ 733単位

㈢ 要介護３ 857単位 ㈢ 要介護３ 848単位

㈣ 要介護４ 975単位 ㈣ 要介護４ 965単位

㈤ 要介護５ 1,092単位 ㈤ 要介護５ 1,081単位

⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合

㈠ 要介護１ 644単位 ㈠ 要介護１ 637単位

㈡ 要介護２ 761単位 ㈡ 要介護２ 753単位

㈢ 要介護３ 881単位 ㈢ 要介護３ 872単位

㈣ 要介護４ 1,002単位 ㈣ 要介護４ 992単位

㈤ 要介護５ 1,122単位 ㈤ 要介護５ 1,111単位

(Ⅱ) (Ⅱ)ハ 大規模型通所介護費 ハ 大規模型通所介護費

⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑴ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 343単位 ㈠ 要介護１ 340単位

㈡ 要介護２ 393単位 ㈡ 要介護２ 389単位

㈢ 要介護３ 444単位 ㈢ 要介護３ 440単位

㈣ 要介護４ 493単位 ㈣ 要介護４ 488単位

㈤ 要介護５ 546単位 ㈤ 要介護５ 540単位

⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ⑵ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 360単位 ㈠ 要介護１ 356単位

㈡ 要介護２ 412単位 ㈡ 要介護２ 408単位

㈢ 要介護３ 466単位 ㈢ 要介護３ 461単位

㈣ 要介護４ 518単位 ㈣ 要介護４ 513単位

㈤ 要介護５ 572単位 ㈤ 要介護５ 566単位

⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ⑶ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 522単位 ㈠ 要介護１ 517単位

㈡ 要介護２ 617単位 ㈡ 要介護２ 611単位

㈢ 要介護３ 712単位 ㈢ 要介護３ 705単位

㈣ 要介護４ 808単位 ㈣ 要介護４ 800単位

㈤ 要介護５ 903単位 ㈤ 要介護５ 894単位

⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ⑷ 所要時間６時間以上７時間未満の場合
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㈠ 要介護１ 540単位 ㈠ 要介護１ 535単位

㈡ 要介護２ 638単位 ㈡ 要介護２ 632単位

㈢ 要介護３ 736単位 ㈢ 要介護３ 729単位

㈣ 要介護４ 835単位 ㈣ 要介護４ 827単位

㈤ 要介護５ 934単位 ㈤ 要介護５ 925単位

⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ⑸ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 604単位 ㈠ 要介護１ 598単位

㈡ 要介護２ 713単位 ㈡ 要介護２ 706単位

㈢ 要介護３ 826単位 ㈢ 要介護３ 818単位

㈣ 要介護４ 941単位 ㈣ 要介護４ 931単位

㈤ 要介護５ 1,054単位 ㈤ 要介護５ 1,043単位

⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合 ⑹ 所要時間８時間以上９時間未満の場合

㈠ 要介護１ 620単位 ㈠ 要介護１ 614単位

㈡ 要介護２ 733単位 ㈡ 要介護２ 726単位

㈢ 要介護３ 848単位 ㈢ 要介護３ 839単位

㈣ 要介護４ 965単位 ㈣ 要介護４ 955単位

㈤ 要介護５ 1,081単位 ㈤ 要介護５ 1,070単位

注１ イからハまでについて、別に厚生労働大臣が定める施設 注１ イからハまでについて、別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指 基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指

定通所介護事業所において、指定通所介護（指定居宅サー 定通所介護事業所（指定居宅サービス基準第93条第１項に

ビス基準第92条に規定する指定通所介護をいう。以下同じ 規定する指定通所介護事業所をいう。以下同じ。）におい

。）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、 て、指定通所介護（指定居宅サービス基準第92条に規定す

利用者の要介護状態区分に応じて、現に要した時間ではな る指定通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当

く、通所介護計画（指定居宅サービス基準第99条第１項に 該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分

規定する通所介護計画をいう。以下同じ。）に位置付けら に応じて、現に要した時間ではなく、通所介護計画（指定

れた内容の指定通所介護を行うのに要する標準的な時間で 居宅サービス基準第99条第１項に規定する通所介護計画を

、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又 いう。）に位置付けられた内容の指定通所介護を行うのに

は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が 要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。

定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定める ただし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数

ところにより算定する。 が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に

厚生労働大臣が定めるところにより算定する。
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２ （略） ２ （略）

３ イからハまでについて、感染症又は災害（厚生労働大臣 （新設）

が認めるものに限る。）の発生を理由とする利用者数の減

少が生じ、当該月の利用者数の実績が当該月の前年度にお

ける月平均の利用者数よりも100分の５以上減少している

場合に、都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所にお

いて、指定通所介護を行った場合には、利用者数が減少し

た月の翌々月から３月以内に限り、１回につき所定単位数

の100分の３に相当する単位数を所定単位数に加算する。

ただし、利用者数の減少に対応するための経営改善に時間

を要することその他の特別の事情があると認められる場合

は、当該加算の期間が終了した月の翌月から３月以内に限

り、引き続き加算することができる。

４・５ （略） ３・４ （略）

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ５ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所において、 て都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所において、

注５を算定している場合は、生活相談員配置等加算として 注４を算定している場合は、生活相談員配置等加算として

、１日につき13単位を所定単位数に加算する。 、１日につき13単位を所定単位数に加算する。

７ （略） ６ （略）

８ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ７ イからハまでについては、別に厚生労働大臣が定める基

て都道府県知事に届け出て当該基準による入浴介助を行っ 準に適合しているものとして都道府県知事に届け出て当該

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に 基準による入浴介助を行った場合は、１日につき50単位を

掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ 所定単位数に加算する。

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。

イ 入浴介助加算 40単位 （新設）(Ⅰ)

ロ 入浴介助加算 55単位 （新設）(Ⅱ)

９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ８ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所が、中重度 て都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所が、中重度

の要介護者を受け入れる体制を構築し、指定通所介護を行 の要介護者を受け入れる体制を構築し、指定通所介護を行

った場合は、中重度者ケア体制加算として、１日につき45 った場合は、中重度者ケア体制加算として、１日につき45
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単位を所定単位数に加算する。ただし、注５を算定してい 単位を所定単位数に加算する。ただし、注４を算定してい

る場合は、算定しない。 る場合は、算定しない。

10 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所において、 て都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所において、

外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い 外部との連携により、利用者の身体の状況等の評価を行い

、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には、当該基準 、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には、生活機能

に掲げる区分に従い、⑴については、利用者の急性増悪等 向上連携加算として、１月につき200単位を所定単位数に

により当該個別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に 加算する。ただし、注10を算定している場合は、１月につ

１回を限度として、１月につき、⑵については１月につき き100単位を所定単位数に加算する。

、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。また、注11を算定

している場合、⑴は算定せず、⑵は１月につき100単位を

所定単位数に加算する。

⑴ 生活機能向上連携加算 100単位 （新設）(Ⅰ)

⑵ 生活機能向上連携加算 200単位 （新設）(Ⅱ)

11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 10 イからハまでについては、別に厚生労働大臣が定める基

て都道府県知事に届け出た指定通所介護の利用者に対して 準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定

、機能訓練を行っている場合には、当該基準に掲げる区分 通所介護の利用者に対して、機能訓練を行っている場合に

に従い、⑴及び⑵については１日につき次に掲げる単位数 は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる

を、⑶については１月につき次に掲げる単位数を所定単位 単位数を所定単位数に加算する。

数に加算する。ただし、個別機能訓練加算 イを算定して(Ⅰ)

いる場合には、個別機能訓練加算 ロは算定しない。(Ⅰ)

⑴ 個別機能訓練加算 イ 56単位 イ 個別機能訓練加算 46単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ 個別機能訓練加算 ロ 85単位 ロ 個別機能訓練加算 56単位(Ⅰ) (Ⅱ)

⑶ 個別機能訓練加算 20単位 （新設）(Ⅱ)

12 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所において、 て都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所において、

利用者に対して指定通所介護を行った場合は、評価対象期 利用者に対して指定通所介護を行った場合は、評価対象期

間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の 間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の

属する月の翌月から12月以内の期間に限り、当該基準に掲 属する年度の次の年度内に限り、当該基準に掲げる区分に
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げる区分に従い、１月につき次に掲げる単位数を所定単位 従い、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定 る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定 合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

しない。

イ ＡＤＬ維持等加算 30単位 イ ＡＤＬ維持等加算 ３単位(Ⅰ) (Ⅰ)

ロ ＡＤＬ維持等加算 60単位 ロ ＡＤＬ維持等加算 ６単位(Ⅱ) (Ⅱ)

13 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 12 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所において、 て都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所において、

別に厚生労働大臣が定める利用者に対して指定通所介護を 別に厚生労働大臣が定める利用者に対して指定通所介護を

行った場合は、認知症加算として、１日につき60単位を所 行った場合は、認知症加算として、１日につき60単位を所

定単位数に加算する。ただし、注５を算定している場合は 定単位数に加算する。ただし、注４を算定している場合は

、算定しない。 、算定しない。

14 （略） 13 （略）

15 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都 （新設）

道府県知事に届け出た指定通所介護事業所において、利用

者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセ

スメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべ

き課題を把握することをいう。以下この注において同じ。

）を行った場合は、栄養アセスメント加算として、１月に

つき50単位を所定単位数に加算する。ただし、当該利用者

が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けてい

る間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は

、算定しない。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管

理栄養士を１名以上配置していること。

⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生

活相談員その他の職種の者（注16において「管理栄養士

等」という。）が共同して栄養アセスメントを実施し、

当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相

談等に必要に応じ対応すること。

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し
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、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用してい

ること。

⑷ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定通

所介護事業所であること。

16 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都 14 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都

道府県知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はその 道府県知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はその

おそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の おそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の

改善等を目的として、個別的に実施される栄養食事相談等 改善等を目的として、個別的に実施される栄養食事相談等

の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上 の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上

に資すると認められるもの（以下「栄養改善サービス」と に資すると認められるもの（以下「栄養改善サービス」と

いう。）を行った場合は、栄養改善加算として、３月以内 いう。）を行った場合は、栄養改善加算として、３月以内

の期間に限り１月に２回を限度として１回につき200単位 の期間に限り１月に２回を限度として１回につき150単位

を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善サービスの開 を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善サービスの開

始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養 始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養

状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行うことが 状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行うことが

必要と認められる利用者については、引き続き算定するこ 必要と認められる利用者については、引き続き算定するこ

とができる。 とができる。

イ （略） イ （略）

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士 ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士

等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態 、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（
えん

にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 以下この注において「管理栄養士等」という。）が共同

して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮
えん

した栄養ケア計画を作成していること。

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該 ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養

利用者の居宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービ 改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態

スを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に を定期的に記録していること。

記録していること。

ニ・ホ （略） ニ・ホ （略）

17 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定通所介護 15 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定通所介護

事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用 事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用
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者の口腔の健康状態のスクリーニング又は栄養状態のスク 者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態
くう

リーニングを行った場合に、口腔・栄養スクリーニング加 に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては
くう

算として、次に掲げる区分に応じ、１回につき次に掲げる 、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を当該利用者

単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいず を担当する介護支援専門員に提供した場合に、栄養スクリ

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ ーニング加算として１回につき５単位を所定単位数に加算

の他の加算は算定せず、当該利用者について、当該事業所 する。ただし、当該利用者について、当該事業所以外で既

以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している に栄養スクリーニング加算を算定している場合にあっては
くう

場合にあっては算定しない。 算定せず、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改

善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終

了した日の属する月は、算定しない。

イ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 （新設）(Ⅰ)
くう

ロ 口腔・栄養スクリーニング加算 ５単位 （新設）(Ⅱ)
くう

18 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 16 イからハまでについて、次に掲げるいずれの基準にも適

て都道府県知事に届け出て、口腔機能が低下している利用 合しているものとして都道府県知事に届け出て、口腔機能
くう くう

者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口 が低下している利用者又はそのおそれのある利用者に対し

腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃 て、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に
くう くう くう

の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指 実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機
えん くう えん

導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は 能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心

向上に資すると認められるもの（以下この注において「口 身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下

腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機 この注において「口腔機能向上サービス」という。）を行
くう くう くう

能向上加算として、当該基準に掲げる区分に従い、３月以 った場合は、口腔機能向上加算として、３月以内の期間に
くう

内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき次に掲 限り１月に２回を限度として１回につき150単位を所定単

げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げる 位数に加算する。ただし、口腔機能向上サービスの開始か
くう

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ ら３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が
くう くう

るその他の加算は算定しない。また、口腔機能向上サービ 向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必
くう くう

スの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、 要と認められる利用者については、引き続き算定すること
くう

口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行 ができる。
くう くう

うことが必要と認められる利用者については、引き続き算

定することができる。

イ 口腔機能向上加算 150単位 （新設）(Ⅰ)
くう

ロ 口腔機能向上加算 160単位 （新設）(Ⅱ)
くう
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（削る） イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置

していること。

（削る） ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士
くう

、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他

の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理
くう

指導計画を作成していること。

（削る） ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴
くう

覚士、歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービス
くう

を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記
くう

録していること。

（削る） ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を
くう

定期的に評価すること。

（削る） ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定通

所介護事業所であること。

19 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都 （新設）

道府県知事に届け出た指定通所介護事業所が、利用者に対

し指定通所介護を行った場合は、科学的介護推進体制加算

として、１月につき40単位を所定単位数に加算する。

イ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定し

た値をいう。以下同じ。）、栄養状態、口腔機能、認知
くう

症（法第５条の２第１項に規定する認知症をいう。以下

同じ。）の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基

本的な情報を、厚生労働省に提出していること。

ロ 必要に応じて通所介護計画を見直すなど、指定通所介

護の提供に当たって、イに規定する情報その他指定通所

介護を適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用

していること。

20～22 （略） 17～19 （略）

ニ サービス提供体制強化加算 ニ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所が利用者に対し 都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所が利用者に対し
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指定通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い 指定通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い

、１回につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次 、１回につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次 に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次

に掲げるその他の加算は算定しない。 に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

ホ 介護職員処遇改善加算 ホ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け 賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け

出た指定通所介護事業所が、利用者に対し、指定通所介護を 出た指定通所介護事業所が、利用者に対し、指定通所介護を

行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月 行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成33年３月

31日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 31日までの間（⑷及び⑸については、別に厚生労働大臣が定

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお める期日までの間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ヘ （略） ヘ （略）

７ 通所リハビリテーション費 ７ 通所リハビリテーション費

イ 通常規模型リハビリテーション費 イ 通常規模型リハビリテーション費

⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合 ⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合

㈠ 要介護１ 366単位 ㈠ 要介護１ 331単位

㈡ 要介護２ 395単位 ㈡ 要介護２ 360単位

㈢ 要介護３ 426単位 ㈢ 要介護３ 390単位

㈣ 要介護４ 455単位 ㈣ 要介護４ 419単位

㈤ 要介護５ 487単位 ㈤ 要介護５ 450単位

⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合 ⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合
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㈠ 要介護１ 380単位 ㈠ 要介護１ 345単位

㈡ 要介護２ 436単位 ㈡ 要介護２ 400単位

㈢ 要介護３ 494単位 ㈢ 要介護３ 457単位

㈣ 要介護４ 551単位 ㈣ 要介護４ 513単位

㈤ 要介護５ 608単位 ㈤ 要介護５ 569単位

⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 483単位 ㈠ 要介護１ 446単位

㈡ 要介護２ 561単位 ㈡ 要介護２ 523単位

㈢ 要介護３ 638単位 ㈢ 要介護３ 599単位

㈣ 要介護４ 738単位 ㈣ 要介護４ 697単位

㈤ 要介護５ 836単位 ㈤ 要介護５ 793単位

⑷ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ⑷ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 549単位 ㈠ 要介護１ 511単位

㈡ 要介護２ 637単位 ㈡ 要介護２ 598単位

㈢ 要介護３ 725単位 ㈢ 要介護３ 684単位

㈣ 要介護４ 838単位 ㈣ 要介護４ 795単位

㈤ 要介護５ 950単位 ㈤ 要介護５ 905単位

⑸ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ⑸ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 618単位 ㈠ 要介護１ 579単位

㈡ 要介護２ 733単位 ㈡ 要介護２ 692単位

㈢ 要介護３ 846単位 ㈢ 要介護３ 803単位

㈣ 要介護４ 980単位 ㈣ 要介護４ 935単位

㈤ 要介護５ 1,112単位 ㈤ 要介護５ 1,065単位

⑹ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ⑹ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

㈠ 要介護１ 710単位 ㈠ 要介護１ 670単位

㈡ 要介護２ 844単位 ㈡ 要介護２ 801単位

㈢ 要介護３ 974単位 ㈢ 要介護３ 929単位

㈣ 要介護４ 1,129単位 ㈣ 要介護４ 1,081単位

㈤ 要介護５ 1,281単位 ㈤ 要介護５ 1,231単位

⑺ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ⑺ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 757単位 ㈠ 要介護１ 716単位
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㈡ 要介護２ 897単位 ㈡ 要介護２ 853単位

㈢ 要介護３ 1,039単位 ㈢ 要介護３ 993単位

㈣ 要介護４ 1,206単位 ㈣ 要介護４ 1,157単位

㈤ 要介護５ 1,369単位 ㈤ 要介護５ 1,317単位

(Ⅰ) (Ⅰ)ロ 大規模型通所リハビリテーション費 ロ 大規模型通所リハビリテーション費

⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合 ⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合

㈠ 要介護１ 361単位 ㈠ 要介護１ 325単位

㈡ 要介護２ 392単位 ㈡ 要介護２ 356単位

㈢ 要介護３ 421単位 ㈢ 要介護３ 384単位

㈣ 要介護４ 450単位 ㈣ 要介護４ 413単位

㈤ 要介護５ 481単位 ㈤ 要介護５ 443単位

⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合 ⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合

㈠ 要介護１ 375単位 ㈠ 要介護１ 339単位

㈡ 要介護２ 431単位 ㈡ 要介護２ 394単位

㈢ 要介護３ 488単位 ㈢ 要介護３ 450単位

㈣ 要介護４ 544単位 ㈣ 要介護４ 505単位

㈤ 要介護５ 601単位 ㈤ 要介護５ 561単位

⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 477単位 ㈠ 要介護１ 439単位

㈡ 要介護２ 554単位 ㈡ 要介護２ 515単位

㈢ 要介護３ 630単位 ㈢ 要介護３ 590単位

㈣ 要介護４ 727単位 ㈣ 要介護４ 685単位

㈤ 要介護５ 824単位 ㈤ 要介護５ 781単位

⑷ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ⑷ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 540単位 ㈠ 要介護１ 501単位

㈡ 要介護２ 626単位 ㈡ 要介護２ 586単位

㈢ 要介護３ 711単位 ㈢ 要介護３ 670単位

㈣ 要介護４ 821単位 ㈣ 要介護４ 778単位

㈤ 要介護５ 932単位 ㈤ 要介護５ 887単位

⑸ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ⑸ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 599単位 ㈠ 要介護１ 559単位
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㈡ 要介護２ 709単位 ㈡ 要介護２ 668単位

㈢ 要介護３ 819単位 ㈢ 要介護３ 776単位

㈣ 要介護４ 950単位 ㈣ 要介護４ 904単位

㈤ 要介護５ 1,077単位 ㈤ 要介護５ 1,029単位

⑹ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ⑹ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

㈠ 要介護１ 694単位 ㈠ 要介護１ 653単位

㈡ 要介護２ 824単位 ㈡ 要介護２ 781単位

㈢ 要介護３ 953単位 ㈢ 要介護３ 907単位

㈣ 要介護４ 1,102単位 ㈣ 要介護４ 1,054単位

㈤ 要介護５ 1,252単位 ㈤ 要介護５ 1,201単位

⑺ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ⑺ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 734単位 ㈠ 要介護１ 692単位

㈡ 要介護２ 868単位 ㈡ 要介護２ 824単位

㈢ 要介護３ 1,006単位 ㈢ 要介護３ 960単位

㈣ 要介護４ 1,166単位 ㈣ 要介護４ 1,117単位

㈤ 要介護５ 1,325単位 ㈤ 要介護５ 1,273単位

(Ⅱ) (Ⅱ)ハ 大規模型通所リハビリテーション費 ハ 大規模型通所リハビリテーション費

⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合 ⑴ 所要時間１時間以上２時間未満の場合

㈠ 要介護１ 353単位 ㈠ 要介護１ 318単位

㈡ 要介護２ 384単位 ㈡ 要介護２ 348単位

㈢ 要介護３ 411単位 ㈢ 要介護３ 375単位

㈣ 要介護４ 441単位 ㈣ 要介護４ 404単位

㈤ 要介護５ 469単位 ㈤ 要介護５ 432単位

⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合 ⑵ 所要時間２時間以上３時間未満の場合

㈠ 要介護１ 368単位 ㈠ 要介護１ 332単位

㈡ 要介護２ 423単位 ㈡ 要介護２ 386単位

㈢ 要介護３ 477単位 ㈢ 要介護３ 439単位

㈣ 要介護４ 531単位 ㈣ 要介護４ 493単位

㈤ 要介護５ 586単位 ㈤ 要介護５ 547単位

⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合 ⑶ 所要時間３時間以上４時間未満の場合

㈠ 要介護１ 465単位 ㈠ 要介護１ 428単位
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㈡ 要介護２ 542単位 ㈡ 要介護２ 503単位

㈢ 要介護３ 616単位 ㈢ 要介護３ 576単位

㈣ 要介護４ 710単位 ㈣ 要介護４ 669単位

㈤ 要介護５ 806単位 ㈤ 要介護５ 763単位

⑷ 所要時間４時間以上５時間未満の場合 ⑷ 所要時間４時間以上５時間未満の場合

㈠ 要介護１ 520単位 ㈠ 要介護１ 482単位

㈡ 要介護２ 606単位 ㈡ 要介護２ 566単位

㈢ 要介護３ 689単位 ㈢ 要介護３ 648単位

㈣ 要介護４ 796単位 ㈣ 要介護４ 753単位

㈤ 要介護５ 902単位 ㈤ 要介護５ 857単位

⑸ 所要時間５時間以上６時間未満の場合 ⑸ 所要時間５時間以上６時間未満の場合

㈠ 要介護１ 579単位 ㈠ 要介護１ 540単位

㈡ 要介護２ 687単位 ㈡ 要介護２ 646単位

㈢ 要介護３ 793単位 ㈢ 要介護３ 750単位

㈣ 要介護４ 919単位 ㈣ 要介護４ 874単位

㈤ 要介護５ 1,043単位 ㈤ 要介護５ 996単位

⑹ 所要時間６時間以上７時間未満の場合 ⑹ 所要時間６時間以上７時間未満の場合

㈠ 要介護１ 670単位 ㈠ 要介護１ 629単位

㈡ 要介護２ 797単位 ㈡ 要介護２ 754単位

㈢ 要介護３ 919単位 ㈢ 要介護３ 874単位

㈣ 要介護４ 1,066単位 ㈣ 要介護４ 1,019単位

㈤ 要介護５ 1,211単位 ㈤ 要介護５ 1,161単位

⑺ 所要時間７時間以上８時間未満の場合 ⑺ 所要時間７時間以上８時間未満の場合

㈠ 要介護１ 708単位 ㈠ 要介護１ 667単位

㈡ 要介護２ 841単位 ㈡ 要介護２ 797単位

㈢ 要介護３ 973単位 ㈢ 要介護３ 927単位

㈣ 要介護４ 1,129単位 ㈣ 要介護４ 1,080単位

㈤ 要介護５ 1,282単位 ㈤ 要介護５ 1,231単位

注１ （略） 注１ （略）

２ イからハまでについて、感染症又は災害（厚生労働大臣 （新設）

が認めるものに限る。）の発生を理由とする利用者数の減
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少が生じ、当該月の利用者数の実績が当該月の前年度にお

ける月平均の利用者数よりも100分の５以上減少している

場合に、都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーシ

ョン事業所において、指定通所リハビリテーションを行っ

た場合には、利用者数が減少した月の翌々月から３月以内

に限り、１回につき所定単位数の100分の３に相当する単

位数を所定単位数に加算する。ただし、利用者数の減少に

対応するための経営改善に時間を要することその他の特別

の事情があると認められる場合は、当該加算の期間が終了

した月の翌月から３月以内に限り、引き続き加算すること

ができる。

３～６ （略） ２～５ （略）

７ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ６ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出て当該基準による入浴介助を行っ て都道府県知事に届け出て当該基準による入浴介助を行っ

た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に た場合は、１日につき50単位を所定単位数に加算する。

掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。

イ 入浴介助加算 40単位 （新設）(Ⅰ)

ロ 入浴介助加算 60単位 （新設）(Ⅱ)

８ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし ７ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事 て都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事

業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他 業所の医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他

の職種の者が共同し、継続的にリハビリテーションの質を の職種の者が協働し、継続的にリハビリテーションの質を

管理した場合は、リハビリテーションマネジメント加算と 管理した場合は、リハビリテーションマネジメント加算と

して、次に掲げる区分に応じ、１月につき次に掲げる単位 して、次に掲げる区分に応じ、１月につき次に掲げる単位

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか 数を所定単位数に加算する。ただし、リハビリテーション

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他 マネジメント加算 については３月に１回を限度として算(Ⅳ)

の加算は算定しない。 定することとし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない

。
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（削る） イ リハビリテーションマネジメント加算 330単位(Ⅰ)

(Ａ) (Ⅱ)イ リハビリテーションマネジメント加算 イ ロ リハビリテーションマネジメント加算

⑴ 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族 ⑴ 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族

に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算 に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算

して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理 して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理

した場合 560単位 した場合 850単位

⑵ 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間の ⑵ 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間の

リハビリテーションの質を管理した場合 240単位 リハビリテーションの質を管理した場合 530単位

ロ リハビリテーションマネジメント加算 ロ （新設）(Ａ)

⑴ 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族

に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算

して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理

した場合 593単位

⑵ 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間の

リハビリテーションの質を管理した場合 273単位

(Ｂ) (Ⅲ)ハ リハビリテーションマネジメント加算 イ ハ リハビリテーションマネジメント加算

⑴ 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族 ⑴ 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族

に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算 に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算

して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理 して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理

した場合 830単位 した場合 1,120単位

⑵ 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間の ⑵ 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間の

リハビリテーションの質を管理した場合 510単位 リハビリテーションの質を管理した場合 800単位

ニ リハビリテーションマネジメント加算 ロ （新設）(Ｂ)

⑴ 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族

に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算

して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理

した場合 863単位

⑵ 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間の

リハビリテーションの質を管理した場合 543単位

(Ⅳ)（削る） ニ リハビリテーションマネジメント加算

⑴ 通所リハビリテーション計画を利用者又はその家族
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に説明し、利用者の同意を得た日の属する月から起算

して６月以内の期間のリハビリテーションの質を管理

した場合 1,220単位

⑵ 当該日の属する月から起算して６月を超えた期間の

リハビリテーションの質を管理した場合 900単位

９ 医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又 ８ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

は言語聴覚士が、利用者に対して、その退院（所）日又は て都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事

認定日から起算して３月以内の期間に、個別リハビリテー 業所の医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法

ションを集中的に行った場合、短期集中個別リハビリテー 士又は言語聴覚士が、利用者に対して、その退院（所）日

ション実施加算として、１日につき110単位を所定単位数 又は認定日から起算して３月以内の期間に、個別リハビリ

に加算する。ただし、注10又は注11を算定している場合は テーションを集中的に行った場合、短期集中個別リハビリ

、算定しない。 テーション実施加算として、１日につき110単位を所定単

位数に加算する。ただし、注９又は注10を算定している場

合は、算定しない。

10 別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚 ９ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚

生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都 生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所 道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所

において、認知症であると医師が判断した者であって、リ において、認知症（法第５条の２第１項に規定する認知症

ハビリテーションによって生活機能の改善が見込まれると をいう。以下同じ。）であると医師が判断した者であって

判断されたものに対して、医師又は医師の指示を受けた理 、リハビリテーションによって生活機能の改善が見込まれ

学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、イについてはそ ると判断されたものに対して、医師又は医師の指示を受け

の退院（所）日又は通所開始日から起算して３月以内の期 た理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、イについて

間に、ロについてはその退院（所）日又は通所開始日の属 はその退院（所）日又は通所開始日から起算して３月以内

する月から起算して３月以内の期間にリハビリテーション の期間に、ロについてはその退院（所）日又は通所開始日

を集中的に行った場合は、認知症短期集中リハビリテーシ の属する月から起算して３月以内の期間にリハビリテーシ

ョン実施加算として、次に掲げる区分に応じ、イについて ョンを集中的に行った場合は、認知症短期集中リハビリテ

は１日につき、ロについては１月につき、次に掲げる単位 ーション実施加算として、次に掲げる区分に応じ、イにつ

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか いては１日につき、ロについては１月につき、次に掲げる

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他 単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいず

の加算は算定せず、短期集中個別リハビリテーション実施 れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

加算又は注11を算定している場合においては、算定しない の他の加算は算定せず、短期集中個別リハビリテーション
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。 実施加算又は注10を算定している場合においては、算定し

ない。

イ・ロ （略） イ・ロ （略）

11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚 10 別に厚生労働大臣が定める基準に適合し、かつ、別に厚

生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都 生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所 道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所

が、生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標 が、生活行為の内容の充実を図るための目標及び当該目標

を踏まえたリハビリテーションの実施内容等をリハビリテ を踏まえたリハビリテーションの実施内容等をリハビリテ

ーション実施計画にあらかじめ定めて、利用者に対して、 ーション実施計画にあらかじめ定めて、利用者に対して、

リハビリテーションを計画的に行い、当該利用者の有する リハビリテーションを計画的に行い、当該利用者の有する

能力の向上を支援した場合は、生活行為向上リハビリテー 能力の向上を支援した場合は、生活行為向上リハビリテー

ション実施加算として、リハビリテーション実施計画に基 ション実施加算として、次に掲げる区分に応じ、１月につ

づく指定通所リハビリテーションの利用を開始した日の属 き次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次

する月から起算して６月以内の期間に限り、１月につき1, に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

250単位を所定単位数に加算する。ただし、短期集中個別 次に掲げるその他の加算は算定せず、短期集中個別リハビ

リハビリテーション実施加算又は認知症短期集中リハビリ リテーション実施加算又は認知症短期集中リハビリテーシ

テーション実施加算を算定している場合においては、算定 ョン実施加算を算定している場合においては、算定しない

しない。また、短期集中個別リハビリテーション実施加算 。また、短期集中個別リハビリテーション実施加算又は認

又は認知症短期集中リハビリテーション実施加算を算定し 知症短期集中リハビリテーション実施加算を算定していた

ていた場合においては、利用者の急性増悪等によりこの加 場合においては、利用者の急性増悪等によりこの注イを算

算を算定する必要性についてリハビリテーション会議（指 定する必要性についてリハビリテーション会議（指定居宅

定居宅サービス基準第80条第５号に規定するリハビリテー サービス基準第80条第５号に規定するリハビリテーション

ション会議をいう。）により合意した場合を除き、この加 会議をいう。）により合意した場合を除き、この注イは算

算は算定しない。 定しない。

（削る） イ リハビリテーション実施計画に基づく指定通所リハビ

リテーションの利用を開始した日の属する月から起算し

て３月以内の場合 2,000単位

（削る） ロ 当該日の属する月から起算してから３月を超え、６月

以内の場合 1,000単位

（削る） 11 生活行為向上リハビリテーション実施加算を算定し、当

該加算を算定するために作成したリハビリテーション実施
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計画で定めた指定通所リハビリテーションの実施期間中に

指定通所リハビリテーションの提供を終了した場合におい

て、同一の利用者に対して、再度指定通所リハビリテーシ

ョンを行ったときは、実施期間中に指定通所リハビリテー

ションの提供を終了した日の属する月の翌月から６月以内

の期間に限り、１日につき所定単位数の100分の15に相当

する単位数を所定単位数から減算する。

12 （略） 12 （略）

13 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都 （新設）

道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所

において、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共

同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリス

ク及び解決すべき課題を把握することをいう。以下この注

において同じ。）を行った場合は、栄養アセスメント加算

として、１月につき50単位を所定単位数に加算する。ただ

し、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サー

ビスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した

日の属する月は、算定しない。

⑴ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管

理栄養士を１名以上配置していること。

⑵ 利用者ごとに、医師、管理栄養士、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員その他の職種

の者が共同して栄養アセスメントを実施し、当該利用者

又はその家族に対してその結果を説明し、相談等に必要

に応じ対応すること。

⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し

、栄養管理の実施に当たって、当該情報その他栄養管理

の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用してい

ること。

⑷ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定通

所リハビリテーション事業所であること。
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14 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 13 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又は て都道府県知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又は

そのおそれのある利用者に対し、栄養改善サービスを行っ そのおそれのある利用者に対し、栄養改善サービスを行っ

た場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１ た場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１

月に２回を限度として１回につき200単位を所定単位数に 月に２回を限度として１回につき150単位を所定単位数に

加算する。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごと 加算する。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごと

の利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず の利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず

、栄養改善サービスを引き続き行うことが必要と認められ 、栄養改善サービスを引き続き行うことが必要と認められ

る利用者については、引き続き算定することができる。 る利用者については、引き続き算定することができる。

15 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定通所リハ 14 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定通所リハ

ビリテーション事業所の従業者が、利用開始時及び利用中 ビリテーション事業所の従業者が、利用開始時及び利用中

６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング又は ６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利
くう

栄養状態のスクリーニングを行った場合に、口腔・栄養ス 用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の
くう

クリーニング加算として、次に掲げる区分に応じ、１回に 場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。

つき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、 ）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては に、栄養スクリーニング加算として１回につき５単位を所

、次に掲げるその他の加算は算定せず、当該利用者につい 定単位数に加算する。ただし、当該利用者について、当該

て、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算 事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している
くう

を算定している場合にあっては算定しない。 場合にあっては算定せず、当該利用者が栄養改善加算の算

定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改

善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。

イ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 （新設）(Ⅰ)
くう

ロ 口腔・栄養スクリーニング加算 ５単位 （新設）(Ⅱ)
くう

16 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし 15 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出て、口腔機能が低下している利用 て都道府県知事に届け出て、口腔機能が低下している利用
くう くう

者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口 者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口

腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃 腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃
くう くう くう くう

の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指 の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指
えん えん

導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は 導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は

向上に資すると認められるもの（以下この注において「口 向上に資すると認められるもの（以下この注において「口

腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機 腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機
くう くう くう くう
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能向上加算として、当該基準に掲げる区分に従い、３月以 能向上加算として、３月以内の期間に限り１月に２回を限

内の期間に限り１月に２回を限度として１回につき次に掲 度として１回につき150単位を所定単位数に加算する。た

げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げる だし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者
くう

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能
くう くう くう

るその他の加算は算定しない。また、口腔機能向上サービ 向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用
くう

スの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、 者については、引き続き算定することができる。
くう

口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行
くう くう

うことが必要と認められる利用者については、引き続き算

定することができる。

⑴ 口腔機能向上加算 150単位 （新設）(Ⅰ)
くう

⑵ 口腔機能向上加算 160単位 （新設）(Ⅱ)
くう

17～19 （略） 16～18 （略）

20 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都 （新設）

道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所

が、利用者に対し指定通所リハビリテーションを行った場

合は、科学的介護推進体制加算として、１月につき40単位

を所定単位数に加算する。

イ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症
くう

の状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情

報を、厚生労働省に提出していること。

ロ 必要に応じて通所リハビリテーション計画を見直すな

ど、指定通所リハビリテーションの提供に当たって、イ

に規定する情報その他指定通所リハビリテーションを適

切かつ有効に提供するために必要な情報を活用している

こと。

21・22 （略） 19・20 （略）

ニ 移行支援加算 12単位 ニ 社会参加支援加算 12単位

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所 都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所

が、リハビリテーションを行い、利用者の指定通所介護事業 が、リハビリテーションを行い、利用者の社会参加等を支援

所等への移行等を支援した場合は、移行支援加算として、評 した場合は、社会参加支援加算として、評価対象期間（別に
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価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の末 厚生労働大臣が定める期間をいう。）の末日が属する年度の

日が属する年度の次の年度内に限り、１日につき所定単位数 次の年度内に限り、１日につき所定単位数を加算する。

を加算する。

ホ サービス提供体制強化加算 ホ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所 都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所

が、利用者に対し、指定通所リハビリテーションを行った場 が、利用者に対し、指定通所リハビリテーションを行った場

合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる 合は、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる

所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算 所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 算定しない。

⑴ サービス提供体制強化加算 22単位 ⑴ サービス提供体制強化加算 イ 18単位(Ⅰ) (Ⅰ)

⑵ サービス提供体制強化加算 18単位 ⑵ サービス提供体制強化加算 ロ 12単位(Ⅱ) (Ⅰ)

⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位 ⑶ サービス提供体制強化加算 ６単位(Ⅲ) (Ⅱ)

ヘ 介護職員処遇改善加算 ヘ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け 賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け

出た指定通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、 出た指定通所リハビリテーション事業所が、利用者に対し、

指定通所リハビリテーションを行った場合は、当該基準に掲 指定通所リハビリテーションを行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単 げる区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸につ

位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか いては、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

加算は算定しない。 ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。

⑴～⑶ （略） ⑴～⑶ （略）

（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ト （略） ト （略）

８ 短期入所生活介護費（１日につき） ８ 短期入所生活介護費（１日につき）


